
◎次世代育成支援対策推進法 
（平成一五年七月一六日法律第一二〇号）   

一、提案理由（平成一五年六月四日・衆議院厚生労働委員会） 

○坂口国務大臣 ただいま議題となりました二法案について、その提案の理由及び内容

の概要を御説明申し上げます。 

 まず、次世代育成支援対策推進法案について申し上げます。 

 急速な少子化の進行等に伴い、次代の社会を担う子供が健やかに生まれ、育成される

環境を整備することが喫緊の課題となっていることを踏まえ、次世代育成支援対策に関

し基本的な事項を定めるとともに、その推進のための措置を講ずるため、この法律案を

提出した次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容につき御説明申し上げます。 

 第一に、次世代育成支援対策に関する基本理念を定めるとともに、関係者の責務を明

らかにしております。 

 第二に、主務大臣は、基本理念にのっとり、地方公共団体及び事業主が行動計画を策

定する際の行動計画策定指針を定めることとしております。 

 第三に、市町村及び都道府県は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに行動計画を

策定することとしております。 

 第四に、常時雇用する労働者の数が三百人を超える事業主は、行動計画策定指針に即

して行動計画を策定すること等としております。 

 第五に、国及び地方公共団体の機関等においても、職員を雇用する立場からの行動計

画を策定し、公表することとしております。 

 このほか、次世代育成支援対策の推進に関し必要な事項を定めることとしております。 

 この法律の施行期日は、行動計画策定指針については、公布の日から起算して六月を

超えない範囲内において政令で定める日、行動計画の策定については、平成十七年四月

一日等としております。また、この法律は、平成二十七年三月三十一日限り、その効力

を失うこととしております。 

……………（略）…………… 

 以上、二法案の提案理由及びその内容の概要について御説明を申し上げました。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願いを申し上げる次第で

ございます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一五年六月一二日） 

○中山成彬君 ただいま議題となりました両案について、厚生労働委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、次世代育成支援対策推進法案について申し上げます。 

 本案は、我が国における急速な少子化の進行等を踏まえ、次代の社会を担う子供が健

やかに生まれ、育成される環境の整備を図るための措置を講じようとするもので、その



主な内容は、 

 第一に、次世代育成支援対策に関する基本理念を定めるとともに、国、地方公共団体、

事業主及び国民の責務を明らかにすること、 

 第二に、市町村及び都道府県は、主務大臣が策定する行動計画策定指針に基づき、次

世代育成支援対策の実施に関する行動計画を策定し、公表すること、また、労働者の数

が三百人を超える事業主は、指針に即して、一般事業主行動計画を策定すること 

等であります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る六月三日本委員会に付託され、四日坂口厚生労働大臣から提案理由の説

明を聴取し、六日から質疑に入り、昨日質疑を終了いたしました。質疑終了後、次世代

育成支援対策推進法案に対し、日本共産党より修正案が提出されました。続いて採決に

入り、まず、日本共産党提出の修正案について採決の結果、本案は賛成少数をもって否

決され、次いで、内閣提出の両案について採決の結果、次世代育成支援対策推進法案は

賛成多数をもって、児童福祉法の一部を改正する法律案は全会一致をもって、それぞれ

原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、両案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年六月一一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 仕事と子育ての両立を推進するため、子どもの看護休暇については請求すれば取得

できるよう、早急に検討に着手すること。各事業所における子ども看護休暇制度の導

入を促進するため、事業主に対する格段の相談・指導・援助に努めること。 

二 男性の育児休業取得を促進するため、数値目標の達成に向けた取組みや子どもが生

まれたら父親が休暇を取得することを促進するなどの有効な措置を講ずること。 

三 仕事と子育ての両立のための雇用環境を整備するために、政府目標である年間総実

労働時間千八百時間の実現へ向けて、関係省庁間の連携・協力を一層強化し、政府が

一体となって労働時間短縮対策を総合的に推進すること。特に、子育て期間における

残業時間の縮減に取り組むこと。 

四 保育所の待機児童の解消を目指して、保育所等の整備、受入れ児童数の拡大を図る

とともに、延長保育、休日保育、夜間保育、障害児保育、病児保育、乳幼児健康支援

一時預かり事業、放課後児童クラブなどを少子化対策推進基本方針及び新エンゼルプ

ランに基づき着実に推進すること。 

五 現在、縦割り行政の中で機能が分かれている保育所と幼稚園の連携を一層強化し、

希望するすべての子どもたちに家庭以外のコミュニティの役割と育児支援の場として

機能するようにすること。 

六 子どもの権利条約の趣旨を踏まえ、児童福祉法の理念及び在り方について早急に検



討し、その結果を踏まえて必要な措置を講ずるとともに、施策の実施に当たっては、

児童の最善の利益を考慮した取扱いが図られるよう努めること。 

七 男女労働者がともに職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするため、ＩＬ

Ｏ第百五十六号条約の趣旨を踏まえ、職場における固定的な役割分担意識や職場優先

の企業風土の是正に向けた労使の努力を促すよう努めること。 

八 次世代育成支援対策に対処するための施策を総合的に推進するため、各般にわたる

制度の充実、必要な予算の確保等に努めること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一五年七月九日） 

○金田勝年君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、厚生労働委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告を申し上げます。 

 まず、次世代育成支援対策推進法案は、我が国における急速な少子化の進行等を踏ま

え、次代の社会を担う子供が健やかに生まれ、育成される環境の整備を図るため、次世

代育成支援対策に関し、基本理念を定め、関係者の責務を明らかにするとともに、国の

行動計画策定指針並びに地方公共団体及び事業主の行動計画の策定その他の必要な事項

を定めることにより、次世代育成支援対策を迅速かつ重点的に推進しようとするもので

あります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、少子化対策のこれまでの評価

と今後の取組、事業主等の行動計画の実効性を確保するための方策、地域の実情に応じ

た子育て支援の必要性等について質疑が行われたほか、内閣委員会との連合審査会を開

会し審査を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 両法律案に対する質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をも

って原案どおり可決すべきものと決定をいたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一五年七月八日） 

 政府は、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、行動計画策定指針を定めるに当たっては、地方自治体及び事業主が行動計画を策定

しやすいよう配慮すること。また、地方自治体及び事業主が策定する行動計画につい

ては、できる限り具体的な目標が設定され、実効ある次世代育成支援対策が行われる

よう支援・指導を行うとともに、行動計画の内容の把握に努めること。 

二、行動計画の策定が努力義務とされている従業員が三百人以下の中小事業主について

も、できる限り行動計画が策定されるよう支援を行うこと。 

三、新エンゼルプランが平成十六年度に終了することを踏まえ、各地域における行動計

画の内容を十分反映させた新たなプランの策定を検討すること。 

四、子育てと仕事の両立を推進するため、子どもの看護休暇については請求すれば取得



できるよう、早急に検討に着手すること。また、各事業所における子ども看護休暇制

度の導入を促進するため、事業主に対する相談・指導・援助に努めること。 

五、地域における小児科医療の重要性にかんがみ、小児科専門医の確保に努めるととも

に、小児救急医療の充実に向けた取組を一層強化すること。 

六、男性の育児休業取得を促進するため、数値目標の達成に向けた取組や子どもが生ま

れたら父親が休暇を取得することを促進するなどの有効な措置を講ずること。 

七、子育てと仕事の両立のための雇用環境を整備するために、政府目標である年間総実

労働時間千八百時間の実現に向けて、関係省庁間の連携・協力を一層強化し、政府が

一体となって労働時間短縮対策を総合的に推進すること。特に、子育て期間における

残業時間の縮減に取り組むこと。 

八、労働者が男女を問わず、ともに家庭生活と職業生活を両立できるようにするため、

労使双方に対し、職場における固定的な役割分担意識や職場優先の企業風土の是正に

向けた努力を促すこと。また、ＩＬＯ第百五十六号条約の趣旨を踏まえ、家族的責任

を有する労働者が、差別を受けることなく、できる限り家族的責任と職業上の責任を

両立できるよう必要な措置を講ずること。 

九、今回の児童福祉法の改正において子育て支援事業が法定化されたことに伴い、市町

村における子育て支援サービスをより充実させるため、必要な予算の確保に努めるこ

と。 

十、現在、縦割り行政の中で機能が分かれている保育所と幼稚園の連携を一層強化し、

希望するすべての子どもたちに対して必要なサービスを提供できるよう努めること。 

十一、子どもの権利条約の趣旨を踏まえ、児童福祉法の理念及び在り方について早急に

検討し、その結果を踏まえて必要な措置を講ずるとともに、施策の実施に当たっては、

児童の最善の利益を考慮した取扱いが図られるよう努めること。 

十二、保育所の待機児童の解消を目指して、保育所等の整備、受入れ児童数の拡大を図

るとともに、延長保育、休日保育、夜間保育、障害児保育、病児保育、乳幼児健康支

援一時預かり事業、放課後児童クラブ等の少子化対策推進基本方針及び新エンゼルプ

ランに掲げられた各事業を着実に推進すること。 

 右決議する。 


